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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第37期

第３四半期連結
累計期間

第38期
第３四半期連結
累計期間

第37期
第３四半期連結
会計期間

第38期
第３四半期連結
会計期間

37期

会計期間

自  平成20年
      ４月１日
至  平成20年
      12月31日

自 平成21年 
４月１日 
至 平成21年 
12月31日

自  平成20年
      10月１日
至  平成20年
      12月31日

自 平成21年 
10月１日 
至 平成21年 
12月31日

自  平成20年
      ４月１日
至  平成21年
      ３月31日

売上高 (千円) 10,431,3655,386,7462,576,3801,953,70412,634,345

経常利益 (千円) 1,564,311215,001 252,571 121,0201,327,295

四半期(当期)純利益又
は四半期純損失（△）

(千円) 646,192 49,253 △39,213 64,822 504,857

純資産額 (千円) ― ― 13,589,83813,293,06013,250,039

総資産額 (千円) ― ― 18,323,66817,823,76817,909,414

１株当たり純資産額 (千円) ― ― 806.05 826.17 786.06

１株当たり四半期(当
期)純利益金額又は四半
期純損失金額（△）

(円) 38.40 2.93 △2.33 3.85 30.00

潜在株式調整後
１株当たり四半期
純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 74.1 74.5 73.9

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △302,4161,231,646 ― ― △559,210

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △799,798△314,574 ― ― △584,910

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △354,461△701,106 ― ― 931,960

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 2,143,4083,494,6473,273,942

従業員数 (名) ― ― 545 522 532

(注)  １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第37期第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につきましては、１株当たり

四半期純損失であり、また、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため記載しておりません。第37期の潜在

株式調整後１株当たり当期純利益金額につきましては、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。

　また、それ以外の連結会計期間及び連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につきまし

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成21年12月31日現在

従業員数(名)
502

(49)

 (注)１　従業員数は就業人員であります。 

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第３四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。

３　臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。 

　

(2) 提出会社の状況

平成21年12月31日現在

従業員数(名) 328

 (注) 従業員数は就業人員であります。 
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第３四半期連結会計期間における事業の種類別セグメントの生産実績は、以下のとおりであります。

　

事業の種類別セグメントの名称 金額(千円) 前年同四半期比（％）

巻線機事業 1,759,286 △26.1

非接触ＩＣタグ・カード事業 139,101 △0.9

合計 1,898,387 △24.7

(注) １　金額の表示は、売価換算によっております。

２　上記の金額に消費税等は含まれておりません。

なお、当社グループは、製品製造に係る部品加工、機械組立加工、電気配線組立加工等の一部を外注に委託して

おります。

事業の種類別セグメントの外注加工費の総製造費用に占める割合は、巻線機事業12.1％、ＩＣタグ・カード事

業24.9％であります。

　

(2) 受注状況

当第３四半期連結会計期間における事業の種類別セグメントの受注状況は、以下のとおりであります。

　
事業の種類別
セグメントの名称

受注高(千円)
前年同四半期比
（％）

受注残高(千円)
前年同四半期比
（％）

巻線機事業 2,291,341 61.0 3,140,103 21.2

非接触ＩＣタグ・カード事業 151,171 △3.3 137,505 37.2

合計 2,442,512 54.6 3,277,608 21.8

 (注)　上記の金額に消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における事業の種類別セグメントの販売実績は、以下のとおりであります。

　

事業の種類別セグメントの名称 金額(千円) 前年同四半期比（％）

巻線機事業 1,759,286 △26.1

非接触ＩＣタグ・カード事業 139,101 △0.9

不動産賃貸事業 55,316 0.0

合計 1,953,704 △24.2

(注) １　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は以下のとおりであります。

相手先
前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合（％） 販売高(千円) 割合（％）

CHILISIN ELECTRONICS CORP. 736 0.0 226,153 11.6

ＴＤＫ㈱ 130,596 5.1 205,788 10.5

２　上記の金額に消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等

又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在におきまして当社グループ（当社及び連結子会

社）が判断したものであります。 

(1) 経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間における我が国経済は、一部に輸出、生産の増加などの持ち直し傾向が見ら

れたものの、デフレの進行によって企業収益が圧迫され、雇用情勢も改善されないなど、厳しい環境が続

きました。世界経済におきましては、新興国の好景気が押し上げ要因となる一方、先進国の景気回復は一

進一退を続けております。

　当社グループの中心である巻線機事業は、中国、台湾、韓国を中心として、薄型テレビや携帯電話、車載電

装品等の高機能、高付加価値製品の開発、各国政府の景気刺激策による需要対応のほか、工場の自動化と

いった生産設備への需要もあり、売上げが逓増しております。また、技術開発においては、巻線機の新技

術、工法の研究への取り組み強化や、これまでの要素技術を利用して巻取装置や搬送装置などの開発を進

め、その一部が売上げに寄与し始めました。ただ、当社グループの受注、売上は当期期初から増加傾向にあ

るものの、企業の設備投資の回復は一部に限られており、金融危機前の状態には至っておりません。 

　当第３四半期連結会計期間におきましては、対前年同期比では純利益を除いて、大幅な減収、減益となり

ました。当第３四半期連結会計期間の売上高は19億53百万円（前年同四半期比24.2％減）、営業利益は94

百万円（前年同四半期比57.9％減）、経常利益は１億21百万円（前年同四半期比52.1％減）、四半期純利

益は64百万円（前年同四半期は四半期純損失39百万円）となりました。 

　

①　事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

（巻線機事業）

全売上高の約90％を占める巻線機事業におきましては、中国、台湾、韓国向け、薄型テレビ、携帯電話、車

載電装品用自動巻線機の売上が逓増を続け、その他の地域の工場の設備投資は低迷を続けました。結果と

して当第３四半期連結会計期間での売上高は17億59百万円（前年同四半期比26.1％減）となり、営業利

益は１億56百万円（前年同四半期比49.1％減）となりました。

（非接触ＩＣタグ・カード事業）

非接触ＩＣタグ・カード事業におきましては、アミューズメント用タグ・カードの受注は堅調に推移

しましたが、全世界的な景気低迷の影響は避けられず、当第３四半期連結会計期間での売上高は１億39百

万円（前年同四半期比0.9％減）となり、営業利益は原価低減と経費削減により８百万円（前年同四半期

比30.9%減）となりました。
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（不動産賃貸事業）

不動産賃貸事業におきましては、前期より不動産賃貸契約の内容に変更はなく、売上高は前年同四半期

と同額の55百万円となり、営業利益は45百万円（前年同四半期比0.6%増）となりました。

　

②　所在地別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

（日　本）　

本邦におきましては、当社における自動車業界向けモーター関連並びに薄型テレビ部品向け巻線機を

中心とした巻線機の売上に、非接触ＩＣタグ・カード事業と不動産賃貸事業の売上を加え、売上高は17億

７百万円（前年同四半期比23.2％減）となり、営業利益は１億50百万円(前年同四半期比31.4％減）とな

りました。

（アジア）

本邦を除くアジア地域におきましては、薄型テレビ・パソコン用インバータートランス向け巻線機、携

帯電話など電子部品用チップ巻線機、車載電装品・モーター用巻線機などが堅調に推移したものの、売上

高は２億27百万円（前年同四半期比29.8％減）となり、営業損失は51百万円（前年同四半期は営業損失

１百万円）となりました。

（アメリカ）

アメリカにおきましては、主に自動車メーカー、及び同部品メーカーの設備投資の停滞を受け、売上高

は18百万円（前年同四半期比35.3％減）となり、営業損失は３百万円（前年同四半期は営業損失９百万

円）となりました。

（ヨーロッパ）

現在、ヨーロッパに所在を置く当社子会社はございません。尚、同地域における当社グループの売上高

は13百万円となりました。

　

(2) 財政状態の分析

①　資産

流動資産は前連結会計年度末対比１億円増加し、78億84百万円となりました。これは主として、受取手

形及び売掛金が５億21百万円、有価証券が４億円、未収還付法人税等が２億40百万円減少する一方、現金

及び預金が９億59百万円、棚卸資産が３億84百万円増加したことによります。

　固定資産は前連結会計年度末対比１億85百万円減少し、99億39百万円となりました。これは主として、国

内株式市場の回復により投資有価証券が２億９百万円増加する一方、建物及び構築物、機械装置及び運搬

具が２億17百万円、保険積立金が45百万円、繰延税金資産が44百万円減少したことによります。

　この結果、資産合計は前連結会計年度末対比85百万円減少し、178億23百万円となりました。

②　負債

流動負債は前連結会計年度末対比３億６百万円増加し、26億79百万円となりました。これは主として、

賞与引当金が１億34百万円減少する一方、支払手形及び買掛金が５億５百万円、前受金が75百万円増加し

たことによります。

　固定負債は前連結会計年度末対比４億35百万円減少し、18億51百万円となりました。これは主として、長

期借入金が４億29百万円減少したことによります。

　この結果、負債合計は前連結会計年度末対比１億28百万円減少し、45億30百万円となりました。

③　純資産
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純資産合計は、前連結会計年度末対比43百万円増加し、132億93百万円となりました。これは主として、

投資有価証券の時価回復によりその他有価証券評価差額金が１億63百万円増加したことによります。
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(3) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」）は、第２四半期連結会計

期間末対比１億43百万円減少し、34億94百万円となりました。 

　当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであり

ます。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、４億37百万円（前年同四半期は４億46百万円の支出）となりました。

これは主として、棚卸資産が４億82百万円増加する一方、仕入債務が６億63百万円増加したことによるも

のです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、３億45百万円（前年同四半期は２億11百万円の支出）となりました。

これは主として、定期預金の預入れによる支出が４億63百万円、払戻による収入が１億51百万円あったこ

とによるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、２億円（前年同四半期は33百万円の支出）となりました。これは主と

して、長期借入金の返済１億18百万円によるものです。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は49百万円であります。

　

(6) 経営成績に重要な影響を与える要因について 

当社グループの主力事業であります巻線機事業は、コイル、モーター等の最終需要製品である携帯電

話、自動車、及びＡＶ・ＯＡ機器等の需要動向や、これらを製造するユーザー各社の設備投資動向に大き

く左右されます。当社グループとしては、ユーザー各社とのパートナーシップ強化に努め、ユーザーの価

値創造に寄与するような巻線機設備、省力化設備を研究・開発することで対応して参ります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 70,000,000

計 70,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年２月15日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 18,948,92318,948,923
ジャスダック
証券取引所

単元株式数は
100株であります。

計 18,948,92318,948,923― ―
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(2) 【新株予約権等の状況】

当社は、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び21の規定に基づく新株予約権を発行しております。

株主総会の特別決議日（平成16年６月25日）

　
第３四半期会計期間末現在
(平成21年12月31日現在)

新株予約権の数（個） 282 (注)1

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 141,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり951 (注)2

新株予約権の行使期間
平成18年７月 1日 ～
平成23年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　 951
資本組入額　 475

新株予約権の行使の条件

① 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時におい
ても、当社又は当社関係会社に在任、在職することを要
する。
② 新株予約権者が死亡した場合は、相続を認めないも
のとする。
③ 新株予約権の譲渡、質入れその他一切の処分は認め
ないものとする。
④ その他の条件については、新株予約権発行の取締役
会決議に基づき、当社と新株予約権の割当対象者との
間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによ
る。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡は、取締役会の承認を要するものと
する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、500株であります。

２　新株予約権発行の日の属する月の前月各日(取引が成立していない日を除く)におけるジャスダック証券取引

所が公表する当社株式普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額(１円未満の端数は切り上げる)とし、但

し、その金額が新株予約権の発行日の終値(取引が成立しない場合はその前日の終値)を下回る場合は、新株予

約権発行日の終値とした。

　　尚、新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式に

より払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切上げる。但し、新株予約権の行使の場合を含ま

ない。

　
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×

１

　 分割・併合の比率

    また、時価を下回る価額で新株を発行、又は自己株式を処分するときは、次の算式により払込金額を調整し、調

整による１円未満の端数は切上げる。但し、新株予約権の行使の場合を含まない。

　 　
既発行株式数 ＋

新規発行(処分)株式数 × １株当たり払込金額

　
調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×

新規発行前の１株当たりの時価

　 　 既発行株式数＋新規発行(処分)株式数
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(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成21年12月31日 ― 18,948 ― 6,884,928 ― 2,581,497

　

(5) 【大株主の状況】

第１四半期会計期間において、フィデリティ投信株式会社及びその共同保有者であるエフエムアール 

エルエルシーより平成21年５月21日付で関東財務局長に提出された大量保有報告書により、平成21年５

月15日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当社として当第３四半期会計期

間末における所有株式数の確認ができておりません。

　尚、その大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

フィデリティ投信株式会社
東京都港区虎ノ門４－３－１
城山トラストタワー

918 4.85

エフエムアール エルエルシー
（FMR LLC）

米国 02109 マサチューセッツ州ボストン、
デヴォンシャー・ストリート82

506 2.68
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載す

ることができませんので、直前の基準日である平成21年９月30日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成21年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式

2,103,700
― ―

(相互保有株式)
 普通株式
            14,700

完全議決権株式(その他)
普通株式

16,816,800
168,168 ―

単元未満株式
普通株式

13,723
― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 18,948,923― ―

総株主の議決権 ― 168,168 ―

(注) １「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が500株（議決権5個）含まれ

ております。

２「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式20株が含まれております。
　

② 【自己株式等】

平成21年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
日特エンジニアリング
株式会社

埼玉県さいたま市南区
白幡５―11―20

2,103,700 ― 2,103,70011.1

(相互保有株式)
株式会社コーセイ

東京都西東京市
芝久保町５―３―12

14,700 ― 14,700 0.1

計 ― 2,118,400 ― 2,118,40011.2

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

最高(円) 349 415 578 541 665 655 621 590 615

最低(円) 280 273 401 416 484 588 500 500 510

(注)　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものです。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期連結会計期間(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び前第３四半期連結

累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間

(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成20年10月１

日から平成20年12月31日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表については、監査法人トーマツによる四半期レビューを受け、当第３四半期

連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成21年４

月１日から平成21年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表については、有限責任監査法人トーマツによ

る四半期レビューを受けております。

　なお、有限責任監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により平成21年７月１日をもって監査法人

トーマツから名称変更しております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,243,268 3,283,694

受取手形及び売掛金 ※2
 1,574,131 2,095,666

有価証券 － 400,000

仕掛品 1,501,853 1,233,885

原材料及び貯蔵品 359,012 242,588

未収還付法人税等 10,908 251,341

その他 200,698 281,106

貸倒引当金 △5,495 △3,930

流動資産合計 7,884,377 7,784,351

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 2,753,673

※1
 2,885,019

機械装置及び運搬具（純額） ※1
 386,969

※1
 473,602

土地 4,490,105 4,490,105

その他（純額） ※1
 100,631

※1
 140,411

有形固定資産合計 7,731,379 7,989,139

無形固定資産

その他 47,801 68,694

無形固定資産合計 47,801 68,694

投資その他の資産

投資有価証券 1,403,427 1,193,667

その他 781,886 905,673

貸倒引当金 △25,103 △32,112

投資その他の資産合計 2,160,210 2,067,228

固定資産合計 9,939,391 10,125,062

資産合計 17,823,768 17,909,414

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※2
 1,501,052 995,586

短期借入金 － 50,000

1年内返済予定の長期借入金 622,760 677,300

未払法人税等 32,531 19,663

賞与引当金 91,461 225,770

その他 431,792 404,868

流動負債合計 2,679,597 2,373,188

固定負債

長期借入金 568,130 997,700

退職給付引当金 228,010 204,859

役員退職慰労引当金 － 269,571

負ののれん 173,279 207,935

その他 881,690 606,119

固定負債合計 1,851,111 2,286,185

負債合計 4,530,708 4,659,374
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 6,884,928 6,884,928

資本剰余金 2,581,497 2,581,497

利益剰余金 5,662,548 5,781,601

自己株式 △1,611,990 △1,611,858

株主資本合計 13,516,984 13,636,168

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △43,572 △207,003

為替換算調整勘定 △198,513 △199,213

評価・換算差額等合計 △242,086 △406,217

少数株主持分 18,163 20,088

純資産合計 13,293,060 13,250,039

負債純資産合計 17,823,768 17,909,414
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 10,431,365 5,386,746

売上原価 7,049,496 3,840,376

売上総利益 3,381,869 1,546,370

販売費及び一般管理費 ※
 1,866,605

※
 1,431,656

営業利益 1,515,263 114,713

営業外収益

受取利息 6,771 9,888

受取配当金 28,068 24,166

保険解約返戻金 － 29,318

負ののれん償却額 11,552 34,655

その他 28,107 29,413

営業外収益合計 74,500 127,441

営業外費用

支払利息 3,343 20,797

債権売却損 13,628 3,227

為替差損 5,879 1,354

その他 2,601 1,774

営業外費用合計 25,452 27,154

経常利益 1,564,311 215,001

特別利益

貸倒引当金戻入額 9,535 4,635

役員退職慰労引当金戻入額 10,000 －

移転補償金 － 6,533

その他 9,074 895

特別利益合計 28,610 12,063

特別損失

投資有価証券評価損 596,471 －

役員退職慰労引当金繰入額 － 50,431

減損損失 － 18,161

その他 17,194 9,695

特別損失合計 613,666 78,287

税金等調整前四半期純利益 979,254 148,777

法人税、住民税及び事業税 499,838 48,525

法人税等調整額 △169,757 53,598

法人税等合計 330,080 102,124

少数株主利益又は少数株主損失（△） 2,981 △2,600

四半期純利益 646,192 49,253
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 2,576,380 1,953,704

売上原価 1,758,947 1,389,440

売上総利益 817,432 564,263

販売費及び一般管理費 ※
 592,450

※
 469,585

営業利益 224,982 94,678

営業外収益

受取利息 2,425 5,037

受取配当金 10,619 6,428

負ののれん償却額 11,552 11,551

為替差益 － 6,998

不動産賃貸料 3,833 3,255

その他 4,055 584

営業外収益合計 32,485 33,855

営業外費用

支払利息 1,140 6,136

債権売却損 2,004 839

為替差損 1,239 －

その他 510 537

営業外費用合計 4,896 7,513

経常利益 252,571 121,020

特別利益

固定資産売却益 3,477 12

役員退職慰労引当金戻入額 10,000 －

移転補償金 － 6,533

その他 3,166 930

特別利益合計 16,643 7,476

特別損失

投資有価証券評価損 453,751 －

固定資産売却損 － 3,862

減損損失 － 17,976

その他 1,825 276

特別損失合計 455,577 22,115

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△186,361 106,381

法人税、住民税及び事業税 △22,041 9,457

法人税等調整額 △127,681 33,399

法人税等合計 △149,722 42,857

少数株主利益又は少数株主損失（△） 2,574 △1,297

四半期純利益又は四半期純損失（△） △39,213 64,822
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 979,254 148,777

減価償却費 275,383 255,910

減損損失 － 18,161

負ののれん償却額 △11,552 △34,655

保険解約損益（△は益） － △29,318

貸倒引当金の増減額（△は減少） △56,485 △5,332

賞与引当金の増減額（△は減少） △318,335 △134,345

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 1,166 △269,571

退職給付引当金の増減額（△は減少） △10,572 23,151

受取利息及び受取配当金 △34,840 △34,054

支払利息 3,343 20,797

有形固定資産売却損益（△は益） △1,151 3,894

有形固定資産除却損 11,863 3,496

投資有価証券売却損益（△は益） △2,013 －

投資有価証券評価損益（△は益） 596,471 －

売上債権の増減額（△は増加） 14,757 529,223

たな卸資産の増減額（△は増加） 32,075 △390,591

仕入債務の増減額（△は減少） △559,304 500,921

長期未払金の増減額（△は減少） － 280,597

前受金の増減額（△は減少） △330,934 74,161

その他 △62,933 50,026

小計 526,192 1,011,251

利息及び配当金の受取額 34,297 34,059

利息の支払額 △4,238 △19,339

法人税等の還付額 － 272,800

法人税等の支払額 △858,668 △67,125

営業活動によるキャッシュ・フロー △302,416 1,231,646

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △465,738 △860,816

定期預金の払戻による収入 － 514,496

有形固定資産の取得による支出 △144,389 △22,497

有形固定資産の売却による収入 28,306 532

投資有価証券の取得による支出 △2,559 △3,730

投資有価証券の売却による収入 10,010 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△154,321 －

貸付けによる支出 △500 －

貸付金の回収による収入 3,357 2,496

保険積立金の積立による支出 － △62,707

保険積立金の払戻による収入 － 136,322

その他 △73,964 △18,670

投資活動によるキャッシュ・フロー △799,798 △314,574

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 250,000 －

短期借入金の返済による支出 △50,000 △50,000

長期借入金の返済による支出 △144,308 △484,110

社債の償還による支出 △70,000 －

自己株式の取得による支出 △623 △131

自己株式の売却による収入 27,312 －

配当金の支払額 △365,613 △166,665

その他 △1,227 △199
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財務活動によるキャッシュ・フロー △354,461 △701,106

現金及び現金同等物に係る換算差額 △57,282 4,739

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,513,959 220,704

現金及び現金同等物の期首残高 3,657,367 3,273,942
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 2,143,408

※
 3,494,647
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

該当事項はありません。

　

【表示方法の変更】

　
当第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
  至  平成21年12月31日)

 
(四半期連結損益計算書関係) 

前第３四半期連結累計期間まで営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「保険解約返戻金」（前第３
四半期連結累計期間1,135千円)は、重要性が増加したため当第３四半期連結累計期間から区分掲記しております。
 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

前第３四半期連結累計期間まで営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示しておりました「保
険解約損益(△は益)」（前第３四半期連結累計期間△1,135千円）は、重要性が増加したため当第３四半期連結累計期
間から区分掲記しております。

前第３四半期連結累計期間まで投資活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示しておりました「保
険積立金の積立による支出」（前第３四半期連結累計期間△57,723千円）は、重要性が増加したため当第３四半期連
結累計期間から区分掲記しております。
 

　

当第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
  至  平成21年12月31日)

 
(四半期連結損益計算書関係) 

前第３四半期連結会計期間まで特別損失の「その他」に含めて表示しておりました「固定資産売却損」（前第
３四半期連結会計期間67千円)は、重要性が増加したため当第３四半期連結会計期間から区分掲記しております。

 

　

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

当社は、平成21年６月26日開催の定時株主総会において役員退職慰労金制度廃止に伴う打切り支給を決議し、同日

開催の取締役会において当該廃止日までの在任期間に対応する役員退職慰労金を各役員の退任時に支給することを

決議したため、役員退職慰労金制度廃止日における役員退職慰労金の未払額280,597千円を、固定負債の「その他」

に含めて表示しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

※1　有形固定資産の減価償却累計額 5,635,388千円
　

※1　有形固定資産の減価償却累計額 5,421,713千円
　

※2　第３四半期連結会計期間末日満期の資産及び負債の
処理

　当第３四半期連結会計期間末日は金融機関の休日で
ありますが、満期日に決済が行われたものとして処理
しております。 
　当第３四半期連結会計期間末残高から除かれている
主な資産及び負債は次の通りであります。

　　　受取手形　　　　　　　　　　　　33,283千円
　　　支払手形　　　　　　　　　　　　17,955千円　　　　　
 

 　　　　　　　――――――――――

　

(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月1日
至   平成21年12月31日)

※　販売費及び一般管理費の主なもの

　　役員退職慰労引当金繰入額　　　　　17,336千円

　　給与手当・賞与　　　　　　　　　 510,293千円

　　賞与引当金繰入額　　　　　　　　　18,289千円

　　退職給付費用　　　　　　　　　　　28,996千円

※　販売費及び一般管理費の主なもの

　　役員退職慰労引当金繰入額　　　　　　5,768千円

　　給与手当・賞与　　　　　　　　　  348,185千円

　　賞与引当金繰入額　　　　　　　　　 30,100千円

　　退職給付費用　　　　　　　　　　　 35,410千円

　

第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

※　販売費及び一般管理費の主なもの

　　役員退職慰労引当金繰入額　　　　　　5,766千円

　　給与手当・賞与　　　　　　　　　　149,559千円

　　賞与引当金繰入額　　　　　　　　　 18,289千円

　　退職給付費用　　　　　　　　　　　  9,750千円

※　販売費及び一般管理費の主なもの

　　給与手当・賞与　　　　　　　　　　120,419千円

　　賞与引当金繰入額　　　　　　　　　 13,057千円

　　退職給付費用　　　　　　　　　　　 12,024千円

 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第３四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

※  現金及び現金同等物の当第３四半期連結累計期間末

残高と当第３四半期連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係（平成20年12月31日現在）

現金及び預金 2,611,649千円

預入期間が３ヶ月を越える定期預金 △466,369千円

担保提供預金 △1,872千円

現金及び現金同等物 2,143,408千円

※  現金及び現金同等物の当第３四半期連結累計期間末

残高と当第３四半期連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係（平成21年12月31日現在）

現金及び預金 4,243,268千円

預入期間が３ヶ月を越える定期預金 △748,621千円

　 　

現金及び現金同等物 3,494,647千円
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成21年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月

１日　至　平成21年12月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 18,948,923

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 2,118,420

　
３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年６月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 84,227 5.00平成21年３月31日 平成21年６月29日

平成21年11月13日
取締役会

普通株式 利益剰余金 84,226 5.00平成21年９月30日 平成21年12月７日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自  平成20年10月１日  至  平成20年12月31日)

　

　
巻線機事業
(千円)

非接触ＩＣタグ
・カード事業　　
(千円)

不動産
賃貸事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

2,380,689140,37355,3162,576,380 ― 2,576,380

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 2,380,689140,37355,3162,576,380 ― 2,576,380

営業利益 308,826 12,411 45,581366,819(141,837)224,982

(注)  １　事業区分の方法

　　　事業は、製品及び役務の種類及び市場を考慮して区分しております。

２　各区分に属する主要な製品

　　(1)巻線機事業・・・・・・・・・・コイル製造用自動巻線機、巻線システム、巻線機周辺機

　　(2)非接触ＩＣタグ・カード事業・・非接触ＩＣタグ、非接触ＩＣカード

　　(3)不動産賃貸事業・・・・・・・・ビル賃貸

　

当第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

　

　
巻線機事業
(千円)

非接触ＩＣタグ
・カード事業　　
(千円)

不動産
賃貸事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

1,759,286139,10155,3161,953,704 ― 1,953,704

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 1,759,286139,10155,3161,953,704 ― 1,953,704

営業利益 156,886 8,577 45,851211,315(116,636)94,678

(注)  １　事業区分の方法

　　　事業は、製品及び役務の種類及び市場を考慮して区分しております。

２　各区分に属する主要な製品

　　(1)巻線機事業・・・・・・・・・・コイル製造用自動巻線機、巻線システム、巻線機周辺機

　　(2)非接触ＩＣタグ・カード事業・・非接触ＩＣタグ、非接触ＩＣカード

　　(3)不動産賃貸事業・・・・・・・・ビル賃貸
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前第３四半期連結累計期間(自  平成20年４月１日  至  平成20年12月31日)

　

　
巻線機事業
(千円)

非接触ＩＣタグ
・カード事業　　
(千円)

不動産
賃貸事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

9,857,455407,960165,94910,431,365 ― 10,431,365

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 9,857,455407,960165,94910,431,365 ― 10,431,365

営業利益 1,858,62921,913136,7442,017,287(502,024)1,515,263

(注)  １　事業区分の方法

　　　事業は、製品及び役務の種類及び市場を考慮して区分しております。

２　各区分に属する主要な製品

　　(1)巻線機事業・・・・・・・・・・コイル製造用自動巻線機、巻線システム、巻線機周辺機

　　(2)非接触ＩＣタグ・カード事業・・非接触ＩＣタグ、非接触ＩＣカード

　　(3)不動産賃貸事業・・・・・・・・ビル賃貸

３　当社は、当第１四半期連結累計期間より、減価償却資産の耐用年数等に関する省令の改正に伴い、有形固定資

産のうち、機械装置に係る耐用年数を従来の10年から９年に変更しております。この変更に伴い、当第３四半

期連結累計期間の営業費用は巻線機事業が4,575千円、非接触ＩＣタグ・カード事業が1,759千円、消去又は

全社が687千円増加し、営業利益が同額減少しております。

　

当第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

　

　
巻線機事業
(千円)

非接触ＩＣタグ
・カード事業　　
(千円)

不動産
賃貸事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

4,816,716404,079165,9495,386,746 ― 5,386,746

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 4,816,716404,079165,9495,386,746 ― 5,386,746

営業利益 293,497 51,994137,555483,046(368,333)114,713

(注)  １　事業区分の方法

　　　事業は、製品及び役務の種類及び市場を考慮して区分しております。

２　各区分に属する主要な製品

　　(1)巻線機事業・・・・・・・・・・コイル製造用自動巻線機、巻線システム、巻線機周辺機

　　(2)非接触ＩＣタグ・カード事業・・非接触ＩＣタグ、非接触ＩＣカード

　　(3)不動産賃貸事業・・・・・・・・ビル賃貸
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【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自  平成20年10月１日  至  平成20年12月31日)

　

　
日本
(千円)

アジア
(千円)

アメリカ
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

2,224,258324,22027,9002,576,380 ― 2,576,380

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

190,005146,053 5,803 341,862(341,862) ―

計 2,414,263470,27333,7042,918,242(341,862)2,576,380

営業利益又は営業損失（△） 220,080△1,030 △9,404 209,64515,336224,982

(注)  １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

　　(1)アジア・・・・・シンガポール、マレーシア、タイ、台湾、中国

　　(2)アメリカ・・・・アメリカ合衆国

　　　

当第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

　

　
日本
(千円)

アジア
(千円)

アメリカ
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

1,707,899227,75018,0541,953,704 ― 1,953,704

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

234,61086,667 3,264 324,542(324,542) ―

計 1,942,510314,41721,3182,278,246(324,542)1,953,704

営業利益又は営業損失(△) 150,965△51,161△3,814 95,990(1,311)94,678

(注)  １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

　　(1)アジア・・・・・シンガポール、マレーシア、タイ、台湾、中国

　　(2)アメリカ・・・・アメリカ合衆国

　

EDINET提出書類

日特エンジニアリング株式会社(E01981)

四半期報告書

28/37



前第３四半期連結累計期間(自  平成20年４月１日  至  平成20年12月31日)

　

　
日本
(千円)

アジア
(千円)

アメリカ
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

9,239,8681,094,56196,93510,431,365 ― 10,431,365

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

509,891546,31036,1251,092,327(1,092,327)―

計 9,749,7601,640,872133,06011,523,693(1,092,327)10,431,365

営業利益 1,366,48188,978 18,1101,473,57041,6921,515,263

(注)  １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

　　(1)アジア・・・・・シンガポール、マレーシア、タイ、台湾、中国

　　(2)アメリカ・・・・アメリカ合衆国

３　当社は、第１四半期連結累計期間より、減価償却資産の耐用年数等に関する省令の改正に伴い、有形固定資産

の内、機械装置に係る耐用年数を従来の10年から９年に変更しております。この変更に伴い、当第３四半期連

結累計期間の営業費用は日本が7,021千円増加し、営業利益が同額減少しております。

　

当第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

　

　
日本
(千円)

アジア
(千円)

アメリカ
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

4,575,829746,44164,4755,386,746 ― 5,386,746

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

403,500276,442 7,221 687,164(687,164) ―

計 4,979,3291,022,88471,6966,073,910(687,164)5,386,746

営業利益又は営業損失(△) 165,419△80,486 5,987 90,921 23,792114,713

(注)  １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

　　(1)アジア・・・・・シンガポール、マレーシア、タイ、台湾、中国

　　(2)アメリカ・・・・アメリカ合衆国
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【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間(自  平成20年10月１日  至  平成20年12月31日)

　

　 アジア アメリカ ヨーロッパ 計

Ⅰ  海外売上高(千円) 839,486 80,259 206,5371,126,283

Ⅱ  連結売上高(千円) ― ― ― 2,576,380

Ⅲ  連結売上高に占める
    海外売上高の割合(％)

32.6 3.1 8.0 43.7

当第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

　

　 アジア アメリカ ヨーロッパ 計

Ⅰ  海外売上高(千円) 958,957 42,731 13,5021,015,192

Ⅱ  連結売上高(千円) ― ― ― 1,953,704

Ⅲ  連結売上高に占める
    海外売上高の割合(％)

49.1 2.2 0.7 52.0

　

前第３四半期連結累計期間(自  平成20年４月１日  至  平成20年12月31日)

　

　 アジア アメリカ ヨーロッパ 計

Ⅰ  海外売上高(千円) 3,938,261383,038 612,6764,933,976

Ⅱ  連結売上高(千円) ― ― ― 10,431,365

Ⅲ  連結売上高に占める
    海外売上高の割合(％)

37.7 3.7 5.9 47.3

　

当第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

　

　 アジア アメリカ ヨーロッパ 計

Ⅰ  海外売上高(千円) 2,208,125126,251 129,0942,463,471

Ⅱ  連結売上高(千円) ― ― ― 5,386,746

Ⅲ  連結売上高に占める
    海外売上高の割合(％)

41.0 2.3 2.4 45.7

　

(注)　１　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高の合計額（但し、連結会社間

　　　　　　の内部売上高を除く。）であります。

　　　　２　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

　　　　３　各区分に属する主な国又は地域

　　　　　  (1)アジア・・・・・シンガポール、マレーシア、タイ、台湾、中国、韓国

　　　　　　(2)アメリカ・・・・アメリカ合衆国、メキシコ

　　　　　　(3)ヨーロッパ・・・ドイツ、フランス、オーストリア　　
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(有価証券関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成21年12月31日)

著しい変動はありません。

　

(デリバティブ取引関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）

当社グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

　 　

　 826円17銭
　

　 　

　 786円06銭
　

　

２  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

第３四半期連結累計期間

　
前第３四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 38円40銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －
　

１株当たり四半期純利益金額 2円93銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －
　

(注)１.　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につきましては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　２.　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 　 　

　四半期純利益金額 646,192千円 49,253千円

　普通株主に帰属しない金額 －千円 －千円

  普通株式に係る四半期純利益金額 646,192千円 49,253千円

　期中平均株式数 16,827,886株 16,830,607株

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった潜
在株式について重要な変動がある場合の概要

平成16年６月25日定時株
主総会ストックオプショ
ン
（新株予約権方式）
普通株式145,000株

―――――

　

EDINET提出書類

日特エンジニアリング株式会社(E01981)

四半期報告書

32/37



第３四半期連結会計期間

　
前第３四半期連結会計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

１株当たり四半期純損失金額 2円33銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －
　

１株当たり四半期純利益金額 3円85銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －
　

(注) １. 前第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につきましては、１株当たり四半期純

損失であり、また希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。当第３四半期連結

会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につきましては、希薄化効果を有している潜在株式

が存在しないため記載しておりません。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２. １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定

上の基礎　　　

　

項目
前第３四半期連結会計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額又は純損失金額 　 　

　四半期純利益金額又は純損失金額（△） △39,213千円 64,822千円

　普通株主に帰属しない金額 －千円 －千円

　普通株式に係る四半期純利益金額又は純損失
　金額（△）

△39,213千円 64,822千円

　期中平均株式数 16,830,989株 16,830,503株

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった潜
在株式について重要な変動がある場合の概要

平成16年６月25日定時株
主総会決議ストックオプ
ション
（新株予約権方式）
普通株式145,000

―――――

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

第38期（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）中間配当につきましては、平成21年11月13日開

催の取締役会において、平成21年９月30日の最終の株主名簿に記載された株主に対し、次のとおり中間配当

を行うことを決議いたしました。

　　①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　84百万円

　　②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　５円00銭

　　③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　平成21年12月７日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月５日

日特エンジニアリング株式会社

取締役会  御中

　

監査法人トーマツ

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    高　　橋       　 勝    印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    阿　　部　　　　　功    印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日特

エンジニアリング株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結

会計期間(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日か

ら平成20年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算

書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明する

ことにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日特エンジニアリング株式会社及び連結子会

社の平成20年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結

累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成22年２月５日

日特エンジニアリング株式会社

取締役会  御中

　

有限責任監査法人　トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    高　　橋　　　　　勝    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    阿　　部　　　　　功    印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日特

エンジニアリング株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結

会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日か

ら平成21年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算

書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明する

ことにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日特エンジニアリング株式会社及び連結子会

社の平成21年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結

累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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